
介護保険制度に関する重点提言 
 

 介護保険制度の円滑な運営を図るため、国は、特に次の事項について積極的

な措置を講じられたい。 

 

１．財政運営について 

  介護保険財政の持続的かつ安定的な運営のため、都市自治体の個々の実態

を考慮しつつ、将来にわたって都市自治体の財政負担や被保険者の保険料負

担が過重とならないよう、国費負担割合を引き上げること。 

  また、調整交付金は別枠化するとともに、交付基準を地域の実態を勘案し

て適切に見直すこと。 

 

２．介護保険者に対する財政的インセンティブについて 

（１）保険者機能強化推進交付金については、都市自治体における高齢者の自

立支援や重度化防止の取組が一層評価され、推進が図られるよう、地域の

実情を反映した評価方法とすること。 

（２）調整交付金は、本来、保険者の責めによらない要因による第１号保険料

の水準格差の調整を行うものであり、その機能を損なうような措置を講じ

るべきではなく、保険者機能強化推進交付金の財源に調整交付金を活用す

ることは断じて行うべきでないこと。 

 

３．低所得者対策等について 

  低所得者に対する介護保険料や利用料の軽減策については、国の責任にお

いて、財政措置を含め総合的かつ統一的な対策を講じるよう、抜本的な見直

しを行うこと。 

 

４．地域包括ケアシステムの構築等について 

（１）地域包括ケアシステムが効果的に機能するためには、住民の自助を基本

としながら、地域等での助け合いによる仕組みづくりの推進が必要である

ことから、住民主体の取組意識が根付くよう、関係機関のみならず、広く

国民に趣旨の普及啓発を図ること。 

   また、在宅医療・介護連携体制整備の充実を図るため、市町村間、各種



医療機関、介護事業所間等の多職種連携強化に向けた財政措置や支援策を

講じること。 

（２）地域包括支援センターの機能強化を図るため、主任介護支援専門員等の

必要な人員の確保や研修体制の見直し等について、財政措置をはじめ十分

な支援策を講じること。 

（３）地域支援事業については、都市自治体の財政力や基盤整備の状況が異な

る実情等を踏まえ、以下のとおり適切に配慮すること。 

  １）地域支援事業の実施に係る上限額を廃止し、円滑な事業実施のための

財政措置を講じること。 

  ２）介護予防・日常生活支援総合事業の実施に当たって、自治体の財政や

事務の負担が増大することのないよう、国の責任において確実な措置を

講じること。 

 

５．次期制度改正について 

（１）次期制度改正に当たっては、都市自治体をはじめ関係者の意見を十分踏

まえ、地域格差の是正についても引き続き適切に取り組むなど、持続可能

な介護保険制度の確立を図ること。 

（２）制度改正について、引き続き必要な情報提供を行うとともに、自治体の

事務負担やシステム改修費等の財政負担に対する支援措置を講じること。 

   また、準備期間を確保できるよう、適切な工程の設定及び速やかな情報

提供を行うこと。 

（３）要介護１・２の方に対する訪問介護、通所介護サービスの地域支援事業

への移行については、拙速な検討は避け、慎重を期すること。 

 

６．介護サービスの基盤整備等について 

  介護従事者が不足している状況にかんがみ、介護従事者の確保・育成・定

着と一層の処遇改善を図るため、財政措置を拡充すること。 

  また、山村振興地域等について、慢性的な人材不足が生じている地域の実

情を踏まえた実効ある対策を講じること。 

 

７．介護報酬等について 

  介護報酬の改定に当たっては、保険料の水準に留意しつつ、簡素、明快な



報酬体系を構築すること。特に、適切な人材の確保や介護従事者全体の処遇

改善、サービスの質の向上などを図るため、都市自治体の意見を十分踏まえ、

地域やサービスの実態に即した報酬単価とするなど、適切な報酬の評価・設

定を行うこと。 


